
特定非営利活動法人 at  hiza no ue

令和6年度事業計画書

　

１　事業実施の方針
令和6年度、絵本事業については国内外の子どもと関わる方々に絵本の寄贈や販売を行う。また、
届ける国の数を増やすために翻訳言語を増加していく。
国際教材事業については教材の企画・制作・販売・寄贈を行なっていく。また、使用者のニーズや
感想からより研鑽していく。
講演会・イベント事業では未就学児から大人まで、学校や園、公共施設等で実施していく。
情報発信ではホームページ作成やSNSにて情報の発信を行い、広報を行う。

２　事業の実施に関する事項
(1)　特定非営利活動に係る事業

事　業　名 事　業　内　容
実施
予定
日時

実施予定　　
場　　所

従事者
の予定
人　数

受益対象者
の範囲及び
予定人数

事業費
見込額

(円)

①絵本事業

・国内外の子供と関わ
る人々に絵本の寄贈や
販売を行う
・翻訳言語の増加

・通年

・通年

・法人事務所

・法人事務所

・10人

・30人

不特定多数 30000

②国際教材
事業

・教材の企画・制作・
販売・寄贈を行う
・商品やニーズの調査

・通年

・通年

・法人事務所

・県内

10人

10人

不特定多数

5人
100000

③国際協力
や教育、幼
児・児童に
関 す る 講
演、イベン
ト事業

・国際協力・教育に関
する講演やイベントの
開催や登壇

・通年 ・県内外 5人 未就学児か
ら大人
参加者3千人

30000



＊１　設立（合併）の初年度と翌年度について、それぞれ別葉で作成する。
２　初年度分は、申請予定日からおおむね３か月後以降について作成する。
３　２ 事業の実施に関する事項については、定款に記載した事業ごとにそれぞれの項目を記載す
る。
４　２(1)の受益対象者の範囲及び予定人数は、具体的に記載する。
５　２(2)は、その他の事業を行わない場合には記載不要。
６　定款に掲載している事業で、計画書に掲載しないものについては、その理由を記載する。

④ 教 育 保
育・子育て
に関する情
報収集発信
事業

ホームページ作成や
SNSにて情報の発信

・通年 ・法人事務所 5人 不特定多数

30000

⑤その他こ
の法人の目
的を達成す
るために必
要な事業

実施なし



特定非営利活動法人 at  hiza no ue

令和7年度事業計画書

　

１　事業実施の方針
令和7年度、絵本事業については国内外の子どもと関わる方々に絵本の寄贈や販売を行う。また、
届ける国の数を増やすために翻訳言語を増加していく。
国際教材事業については教材の新規企画・制作・販売・寄贈を行なっていく。また、生産の段階で
シングルマザーの方々に依頼をして制作していく。
講演会・イベント事業では未就学児から大人まで、学校や園、公共施設等で実施していく。
情報発信ではホームページ作成やSNSにて情報の発信を行い、広報を行う。

２　事業の実施に関する事項
(1)　特定非営利活動に係る事業

事　業　名 事　業　内　容
実施
予定
日時

実施予定　　
場　　所

従事者
の予定
人　数

受益対象者の
範囲及び予定
人数

事業費
見込額

(円)

①絵本事業

・国内外の子供と関わる
人々に絵本の寄贈や販売
を行う
・翻訳言語の増加

・通年

・通年

・法人事務所

・法人事務所

・10人

・30人
不特定多数 300000

②国際教材事
業

・教材の企画・制作・販
売・寄贈を行う
・シングルマザーを中心
に依頼する

・通年

・通年

・法人事務所

・県内

・10人

・10人

不特定多数

5人
200000

③国際協力や
教育、幼児・
児童に関する
講演、イベン
ト事業

・国際協力・教育に関す
る講演やイベントの開催
や登壇

通年 県内外 5人 未就学児から
大人
1000人 50000



＊１　設立（合併）の初年度と翌年度について、それぞれ別葉で作成する。
２　初年度分は、申請予定日からおおむね３か月後以降について作成する。
３　２ 事業の実施に関する事項については、定款に記載した事業ごとにそれぞれの項目を記載す
る。
４　２(1)の受益対象者の範囲及び予定人数は、具体的に記載する。
５　２(2)は、その他の事業を行わない場合には記載不要。
６　定款に掲載している事業で、計画書に掲載しないものについては、その理由を記載する。

④教育保育・
子育てに関す
る情報収集発
信事業

ホームページ作成やSNS

にて情報の発信
通年 法人事務所 5人 不特定多数

30000

⑤その他こ
の法人の目
的を達成す
るために必
要な事業

実施なし



特定非営利活動法人 at hiza no ue　活動予算書
　

（初年度）：法人設立の日 から 2025年3月31日
（単位：円）

科目 金額

Ⅰ　経常収益
　　1.受取会費
　　　正会員受取会費
　　　賛助会員受取会費

20,000
10,000 30,000 

90,000

　　2.受取寄附金　
　　　受取寄付金 0

3.受取助成金等
　受取助成金 0

　　4.事業収益
　　　絵本事業収益
      国際教材事業収益
　　　講演会・イベント事業収益
　　　情報発信事業収益

20,000
20,000
50,000

0

　　5.その他収益
　　　受取利息
　　　雑収益

0
0

経常収益計 120,000

Ⅱ　経常費用

　　1.事業費
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　　　(1)人件費
給料手当

　　　　 法定福利費
　　　　 退職給付費用
　　　　 福利厚生費

　　　　人件費計

0
10,000

0
0
0

10,000

　　　(2)その他経費
　　　　 会議費
　　　　 旅費交通費
               印刷製本費
               資料作成費
　　　　 施設等評価費用
　　　　 減価償却費
　　　　 支払利息

その他経費計

10,000
10,000

100,000
60,000

0
0
0
　

180,000

　　　　事業費計 190,000

2.管理費

　　　(1)人件費
　　　　 給料手当
　　　　 法定福利費
　　　　 退職給付費用
　　　　 福利厚生費
             
               人件費計

0
0
0
0

0

　　　(2)その他経費
　　　　 会議費
　　　　 旅費交通費
               印刷製本費
　　　　 減価償却費
　　　     支払利息
　　　　 ホームページ運用費

             その他経費計

             管理費計

10,000
0
0
0
0

5,000

15,000

15,000
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　　経常費用計 205,000

　　　当期経常増減額 △85,000

Ⅲ　経常外収益

　　1.固定資産売却益

経常外収益計

Ⅳ　経常外費用

　　1.過年度損益修正損 　

　　経常外費用計

税引前当期賞味財産増減額
法人税、住民税および事業税
設立時正味財産額

△85,000

0

　　　　　　0

　　　次期繰越正味財産額　　  △85,000
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特定非営利活動法人 at hiza no ue　活動予算書
　

（翌年度）：2025年4月1日から2026年3月31日
（単位：円）

科目 金額

Ⅰ　経常収益
　　1.受取会費
　　　正会員受取会費
　　　賛助会員受取会費

20,000
20,000 40,000 

250,000

　　2.受取寄附金　
　　　受取寄付金 0

3.受取助成金等
　受取助成金 0

　　4.事業収益
　　　絵本事業収益
      国際教材事業収益
　　　講演会・イベント事業収益
　　　情報発信事業収益

50,000
50,000

150,000
0

　　5.その他収益
　　　受取利息
　　　雑収益

0
0

経常収益計 290,000

Ⅱ　経常費用

　　1.事業費
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　　　(1)人件費
給料手当

　　　　 法定福利費
　　　　 退職給付費用
　　　　 福利厚生費
                人件費計

0
50,000

0
0
0

50,000

　　　(2)その他経費
　　　　 会議費
　　　　 旅費交通費
         印刷製本費
         資料作成費
　　　　 施設等評価費用
　　　　 減価償却費
　　　　 支払利息

               その他経費計

               事業費計

50,000
30,000

300,000
150,000

0
0
0
　

530,000

580,000

2.管理費

　　　(1)人件費
　　　　 給料手当
　　　　 法定福利費
　　　　 退職給付費用
　　　　 福利厚生費

               人件費計

0
0
0
0

0

　　　(2)その他経費
　　　　 会議費
　　　　 旅費交通費

印刷製本費
　　　　 減価償却費
　　　   支払利息
　　　　 ホームページ運用費

　　　　その他経費計

21,000
0
0
0
0

10,000

31,000

　　　管理費計 31,000
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　　経常費用計 611,000

　　　当期経常増減額 △321,000

Ⅲ　経常外収益

　　1.固定資産売却益

経常外収益計

Ⅳ　経常外費用

　　1.過年度損益修正損 　

　　経常外費用計

税引前当期賞味財産増減額
法人税、住民税および事業税
前期繰越正味財産額

△321,000

0

　　　　　△85,000

　　　次期繰越正味財産額　　  △406,000
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